
平成17年 3月期　第1四半期財務 ・ 業績の概況（連結）

平成16年 8月10日

上 場 会 社 名       シナネン株式会社 (コード番号：8132 東証第1部)

（ＵＲＬ　http://www.sinanen.com/）

問合せ先　　代表者役職・氏名　　　取締役社長　　 　服部　輝雄 ＴＥＬ： (03) 5470 － 7105

　　　　　　　　責任者役職・氏名　　　財務経理部長　　八巻　陽一

１．四半期財務情報の作成等に係る事項

①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無　　： 無

②最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　　： 無

③連結及び持分法の適用範囲の異動の有無　　： 有

（内容）　連　結　（新規）　1社　　（除外）　1社　　　　持分法　（新規）　－社　　（除外）　－社

２．平成17年3月期　第1四半期財務・業績の概況（平成16年 4月 1日 ～ 平成16年 6月 30日）

（１）経営成績（連結）の進捗状況 (金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。)

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
四半期（当期）
純　　利　　益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年3月期 第1四半期 34,900 △ 10.1 550 △ 17.3 727 △ 8.3 471 56.5

16年3月期 第1四半期 38,809 － 665 － 793 － 301 －

（ご参考）16年3月期 175,645 － 3,834 － 4,324 － 2,158 －

１ 株 当 た り四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭 円 銭

17年3月期 第1四半期 6 48 －

16年3月期 第1四半期 4 03 －

（ご参考）16年3月期 29 22 －

（注）１．売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年四半期増減率を示しております。

　　　２．経営成績（連結）の進捗状況は、前年第1四半期より開示しておりますので、前年第1四半期の対前

年四半期増減率は記載しておりません。

〔経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等〕

　　当社及びグループ企業は、当第1四半期において以下のような施策を実施しました。

　　石油部門においては、原油価格が高値で推移した影響や、国内製品在庫が少ないことから国内市況も

高値で推移しました。このような状況下、当社及びグループ企業は、全国各地に展開している灯油センター

の稼働状況等の分析を行い、より効率的な運営を目指しました。また、関西地区を中心に灯油小売施設で

ある灯油ショップの新設を進めています。

　　ガス部門においては、原油価格の影響を受け、ＬＰＧ輸入価格も高値で推移しました。国内小売市況は

業者間競争により関東圏を中心に小売価格が低下し、天候、気温の影響を受け消費数量も前年同期を下

回る状況でした。このような状況下、当社及びグループ企業は、「ドリームチーム宣言」を行い、得意先であ

る販売店が、消費者からの好感度を高め、消費者に選ばれるお店づくりができるよう支援してまいりました。

また、ガス消費者軒数の伸長を図っており、現状は順調に推移しています。
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　　生活関連部門においては、昨年に引き続き伊藤忠エネクス株式会社と共同で｢やっぱりガスだね！！｣

キャンペーンを行っています。

以上のような施策に取り組んでまいりましたが、石油製品需給及び市況の変化により、ガソリン並びに灯油

等の売上数量が減少しました。

また、LPガスにつきましては、平均気温が高く推移したため、売上数量は前年並みとなりました。

この結果、売上高は前年同期比39億9百万円減少し、349億円となりました。また経常利益は、前年度売却

しました賃貸ビルであるシナネンカナルサイドビルの賃貸収入の減少等により、6千6百万円減少し、7億2千7

百万円となりました。しかしながら投資有価証券売却益2億8百万円等により、第1四半期純利益は4億7千1百

万円となりました。

（２）財政状態（連結）の変動状況

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年3月期 第1四半期 69,234 47,631 68.8 647.10

16年3月期 第1四半期 83,371 44,478 53.4 612.00

（ご参考）16年3月期 75,272 48,027 63.8 651.99

【連結キャッシュ・フローの状況】

百万円 百万円 百万円 百万円

17年3月期 第1四半期 962 △ 232 △ 737 12,942

（ご参考）16年3月期 3,776 16,450 △ 16,876 12,949

（注）連結キャッシュ・フローの状況の開示は、当第1四半期より実施しておりますので、前年第1四半期の実績

は記載しておりません。

〔財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等〕

①財政状態の変動状況

当社グループの当四半期末の総資産は692億3千4百万円となり、16年3月期と比較して60億3千8百万

円減少しました。減少の主な要因は、季節変動に伴う売上高の減少により、受取手形及び売掛金が74億

6千7百万円減少したことによるものです。

また、株主資本は476億3千1百万円となり、16年3月期と比較して3億9千6百万円減少しました。主な要

因は、当四半期純利益による増加と、前期利益処分による配当金の支出が発生したことによるものです。

その結果、株主資本比率は、16年3月期と比較して5.0ポイント上昇し、68.8％となりました。

②キャッシュ・フローの状況

当社グループの当四半期末の現金及び現金同等物は129億4千2百万円となり、16年3月期と比較して

7百万円減少しました。

営業活動によるキャッシュ・フロー

　　営業活動の結果得られた資金は9億6千2百万円となりました。

　　主な要因は売上債権の減少額が、仕入債務の減少額を上回ったことによるものです。

営業活動による
キャッシュ･フロー

投資活動による
キャッシュ･フロー

財務活動による
キャッシュ･フロー

現金及び現金同等物
期　　末　　残　　高
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投資活動によるキャッシュ・フロー

　　投資活動の結果使用した資金は2億3千2百万円となりました。

　　主な要因は投資有価証券の取得による支出が売却による収入を上回ったことによるものです。

財務活動によるキャッシュ・フロー

　　財務活動の結果使用した資金は7億3千7百万円となりました。

　　主な要因は配当金の支払によるものです。

３．平成17年3月期の連結業績予想（平成16年 4月 1日　～　平成17年 3月31日）

今後の見通しについては、需給の動向等によっては厳しい状況が想定されますが、現時点では平成16年

5月12日公表の業績予想は修正しておりません。

○添付資料

・四半期連結貸借対照表

・四半期連結損益計算書

・販売の状況

以　　　　　上
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　四　半　期　連　結　貸　借　対　照　表　

（単位：百万円）

資　　　　　　　　　　 産　　　　　　　　　　 の　　　　　　　　　　 部

当 四 半 期 前年同四半期 前　　　期
増　　　減

（資　産　の　部）

Ⅰ流　　動　　資　　産

現 金 及 び 預 金 11,648 8,100 3,548 11,656

受取手形及び売掛金 13,955 15,799 △ 1,844 21,422

有 価 証 券 2,299 1,490 809 2,299

た な 卸 資 産 2,398 2,402 △ 4 2,441

そ の 他 2,447 4,460 △ 2,013 2,162

貸 倒 引 当 金 △ 130 △ 201 71 △ 126

流 動 資 産 合 計 32,618 32,053 565 39,855

Ⅱ固　　定　　資　　産

24,459 42,122 △ 17,663 24,162

建 物 及 び 構 築 物 6,519 6,847 △ 328 6,591

信託建物及び信託構築物 － 16,677 △ 16,677 －

土 地 14,842 15,362 △ 520 14,493

そ の 他 3,098 3,236 △ 138 3,077

658 814 △ 156 700

連 結 調 整 勘 定 422 544 △ 122 455

そ の 他 236 269 △ 33 245

11,497 8,380 3,117 10,552

投 資 有 価 証 券 5,825 3,181 2,644 5,294

長 期 前 払 費 用 4,248 2,828 1,420 3,793

そ の 他 1,766 2,795 △ 1,029 1,808

貸 倒 引 当 金 △ 342 △ 424 82 △ 343

固 定 資 産 合 計 36,615 51,317 △ 14,702 35,416

69,234 83,371 △ 14,137 75,272

(16.03.31現在)

期　　別　

　科　　目

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

(16.06.30現在) (15.06.30現在)
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負　債　の　部　、　少　数　株　主　持　分　及　び　資　本　の　部

当 四 半 期 前年同四半期 前　　　期
増　　　減

（負　債　の　部）

Ⅰ 流　　動　　負　　債

支払手形及び買掛金 8,382 8,882 △ 500 14,569

短 期 借 入 金 179 47 132 184

１ 年 内 償 還 社 債 － 10,000 △ 10,000 －

賞 与 引 当 金 258 261 △ 3 550

事業整理損失引当金 － 2,641 △ 2,641 －

そ の 他 4,619 4,386 233 3,749

流 動 負 債 合 計 13,440 26,219 △ 12,779 19,054

Ⅱ 固　　定　　負　　債

長 期 借 入 金 1,021 4,098 △ 3,077 1,028

退 職 給 付 引 当 金 3,684 4,028 △ 344 3,702

そ の 他 3,420 3,770 △ 350 3,420

固 定 負 債 合 計 8,125 11,897 △ 3,772 8,152

負 債 合 計 21,566 38,117 △ 16,551 27,206

（少 数 株 主 持 分）

少 数 株 主 持 分 36 775 △ 739 38

（資　本　の　部）

Ⅰ 資　　　本　　　金 15,630 15,630 － 15,630

Ⅱ 資　本　剰　余　金 11,912 11,861 51 11,912

Ⅲ 利　益　剰　余　金 19,675 18,218 1,457 20,120

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,365 198 1,167 1,312

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 － 0 △0 －

Ⅵ 自　 己 　株 　式 △ 951 △ 1,431 480 △ 947

資 本 合 計 47,631 44,478 3,153 48,027

69,234 83,371 △ 14,137 75,272
負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

期　　別　

　科　　目 (16.03.31現在)(16.06.30現在) (15.06.30現在)
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　四　半　期　連　結　損　益　計　算　書　

（単位：百万円）
当 四 半 期 前年同四半期 前　　　期
自 16.04.01 自 15.04.01 増　　　減 自 15.04.01

　科　　目 至 16.06.30 至 15.06.30 至 16.03.31

Ⅰ 34,900 38,809 △ 3,909 175,645

Ⅱ 28,496 32,248 △ 3,752 147,542

6,403 6,561 △ 158 28,103

Ⅲ 5,853 5,896 △ 43 24,268

550 665 △ 115 3,834

Ⅳ 206 184 22 814

5 10 △ 5 49

35 30 5 112

0 1 △ 1 0

164 142 22 651

Ⅴ 29 55 △ 26 325

5 21 △ 16 153

23 33 △ 10 171

727 793 △ 66 4,324

Ⅵ 209 4 205 1,225

208 － 208 －

0 4 △ 4 1,073

－ － － 152

Ⅶ 57 191 △ 134 1,523

0 28 △ 28 912

0 6 △ 6 395

56 31 25 31

－ 125 △ 125 142

－ － － 40

－ － － 0

879 606 273 4,026

407 281 126 559

－ － － 1,239

－ 24 △ 24 68

0 － 0 －

471 301 170 2,158

期　　別　

受 取 配 当 金

持 分 法 に よ る 投 資 利益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

収 用 補 償 金

役 員 退 職 慰 労 金

そ の 他

固 定 資 産 除 却 損

石油漏出事故関連費用

投 資 有 価 証 券 評 価 損

税金等調整前四半期（当期）純利益

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失

少 数 株 主 利 益
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　販　　　売　　　の　　　状　　　況　

事業区分別売上高

（単位：百万円）

当 四 半 期 前 年 同 四 半 期 四 半 期 前　　　　　期

自 平成16年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日

至 平成16年6月30日 至 平成15年6月30日 増　　減 至 平成16年 3月31日

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

％ ％ ％

23,103 66.2 26,046 67.1 △ 2,943 125,051 71.2

8,944 25.6 9,388 24.2 △ 444 36,649 20.9

129 0.4 156 0.4 △ 27 1,041 0.6

2,050 5.9 2,208 5.7 △ 158 9,723 5.5

34,228 98.1 37,799 97.4 △ 3,571 172,465 98.2

4 0.0 410 1.1 △ 406 744 0.4

666 1.9 599 1.5 67 2,435 1.4

34,900 100.0 38,809 100.0 △ 3,909 175,645 100.0合    　　　計

不 動 産 賃 貸 事 業

そ の 他 の 事 業

事　業　区　分

固 形 燃 料 部 門

生 活 関 連 部 門

エ ネ ル ギ ー 事 業

石 油 部 門

ガ ス 部 門
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